
経常支出合計
14,608 百万円

支 出
16,624百万円16,624百万円

総合計

　

本
年
４
月
に
健
康
保
険
組
合
連
合
会
か
ら
令
和

５
年
度
予
算
の
集
計
結
果
（
１
、３
８
０
健
保
組
合

の
推
計
）
が
発
表
さ
れ
ま
し
た
。
平
均
保
険
料
率

は
92
・
７
‰
（
前
年
度
比
＋
０
・
１
ポ
イ
ン
ト
増
加
）

で
あ
り
、
料
率
を
引
き
上
げ
た
の
は
１
３
５
組
合
、

保
険
料
率
が
１
０
０
‰
以
上
と
な
っ
て
い
る
の
は

３
０
９
組
合
で
す
。

　

ま
た
、
収
支
均
衡
に
必
要
な
財
源
を
賄
う
た
め

の
実
質
保
険
料
率
は
１
０
１
・
０
‰
と
な
る
見
通
し

で
す
。

　

保
険
料
収
入
は
、前
年
度
比
２
、３
１
７
億
円（
＋

２
・
８
％
）
増
加
す
る
見
込
み
で
す
。

　

支
出
の
う
ち
保
険
給
付
費
は
、
前
年
度
比
２
、

４
７
５
億
円
（
＋
５
・
５
％
）
増
加
す
る
見
込
み
で

す
。
納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
は
、
令
和

４
年
度
の
一
時
的
な
減
少
（
▲
５
・
７
％
）
に
よ
る

反
動
か
ら
、
前
年
度
比
２
、５
２
３
億
円
（
＋
７
・

３
％
）
の
増
加
、
特
に
後
期
高
齢
者
支
援
金
が
急

増
（
＋
９
・
９
％
）
す
る
見
込
み
で
す
。

　

こ
の
結
果
、
経
常
収
支
は
▲
５
、６
２
３
億
円
の

赤
字
と
な
る
見
込
み
で
あ
り
、
赤
字
組
合
は
全
体

の
約
８
割
に
も
達
し
ま
す
。

　

法
定
給
付
費
と
納
付
金
の
合
計
額
（
義
務
的
経

費
）
に
占
め
る
納
付
金
の
割
合
は
44
・
２
％
、
同

割
合
が
50
％
以
上
の
組
合
は
全
体
の
13
・
２
％
と

な
っ
て
お
り
、
納
付
金
の
負
担
が
健
保
組
合
の
財

政
を
圧
迫
し
て
い
る
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

当
健
保
組
合
の
健
康
保
険
料
率
は
、
保
険
給
付

費
や
高
齢
者
医
療
へ
の
負
担
金
の
増
加
に
対
応
し

つ
つ
、
財
政
の
健
全
化
を
図
る
た
め
、
平
成
23
年

度
～
平
成
25
年
度
に
か
け
て
通
算
20
‰
引
き
上
げ

を
実
施
し
て
か
ら
、
令
和
４
年
度
ま
で
78
‰
で
据

え
置
い
て
き
ま
し
た
。

　

平
成
29
年
度
以
降
、
当
健
保
組
合
の
経
常
収

支
は
赤
字
が
続
い
て
お
り
、
内
部
留
保
で
あ
る
別

途
積
立
金
を
取
り
崩
し
て
対
応
し
て
き
ま
し
た

が
、
令
和
５
年
度
も
78
‰
で
据
え
置
い
た
場
合
は

厳
し
い
財
政
状
況
に
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
た
た

め
、
健
康
保
険
料
率
を
86
‰
に
引
き
上
げ
ま
す
。

　

な
お
、
料
率
引
き
上
げ
に
よ
り
、
令
和
５
年
度

末
の
別
途
積
立
金
残
高
は
26
・
５
億
円
程
度
を
確

保
で
き
る
見
通
し
で
あ
り
、
支
出
増
加
に
よ
る
保

険
料
率
引
き
上
げ
の
緩
衝
フ
ァ
ン
ド
と
し
て
引
き

続
き
活
用
し
ま
す
。

（注1）�特定保険料率は、高齢者医療制度のために外部に拠出する「負担金」を
保険料率で表したもの

令和４年度
予算

令和５年度
予算

増　減

被保険者数 26,260 人 25,360 人 ▲ 900 人

平均標準報酬月額 405,100 円 414,000 円 ＋ 8,900 円

保険料率 78.0 ／1000 86.0 ／1000 ＋ 8.0 ／1000

事業主 49.0 ／1000 53.0 ／1000 ＋ 4.0 ／1000

被保険者 29.0 ／1000 33.0 ／1000 ＋ 4.0 ／1000

保険料率のうち
特定保険料率（注1）

35.47 ／1000 37.15 ／1000 ＋ 1.68 ／1000

介護保険料率 18.4 ／1000 18.4 ／1000 なし

事業主 9.2 ／1000 9.2 ／1000 なし

被保険者 9.2 ／1000 9.2 ／1000 なし

 組合概況（予算算出の基礎数値）
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経常収支差引額
別途積立金残高

3年度
決算

4年度
見込

5年度
予算

令和元年度
決算

2年度
決算

  保険料率・収支均衡料率・経常収支差引額・
別途積立金残高の推移

予
算
の
お
知
ら
せ

令
和
５
年
度
の
収
入
支
出
予
算
が

決
ま
り
ま
し
た
の
で
、

概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

※端数処理しています。

令和５年度  健康保険予算収支概要 （％は総額に占める割合）

経常収入合計
14,407 百万円

収 入
16,624百万円16,624百万円

総合計

法定給付費
6,998 百万円（42.1％）

付加給付費
193 百万円（1.2％）

前期高齢者納付金
2,501 百万円（15.0％）

後期高齢者支援金
3,820 百万円（23.0％）

退職者給付拠出金
0 円（0.0％）

令
和
５
年
度

健
保
組
合
を
取
り
巻
く
状
況

健
康
保
険
予
算
の
概
要

令
和
５
年
度
の
健
康
保
険
料
率
は
、
86
‰

（
78
‰
か
ら
＋
8
‰
）
に
引
き
上
げ
ま
す
。

　

健
康
保
険
料
収
入
は
、
料
率
引
き
上
げ
に
よ
り

令
和
４
年
度
の
着
地
見
込
み
を
12
・
６
億
円
上
回

る
、
１
４
３
・
８
億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　　
主
な
支
出
は
、
皆
さ
ん
が
医
療
機
関
を
受
診
す

る
こ
と
な
ど
で
支
払
う
保
険
給
付
費
と
高
齢
者
の

医
療
費
を
賄
う
た
め
に
拠
出
す
る
納
付
金
（
高
齢

者
医
療
負
担
金
）、
保
健
事
業
費
な
ど
で
す
。

　

保
険
給
付
費
の
総
額
は
、
71
・
９
億
円
と
な
る

見
込
み
で
す
。
こ
の
う
ち
、
法
定
給
付
費
に
つ
い

て
は
令
和
４
年
度
の
着
地
見
込
み
に
比
べ
て
「
被

保
険
者
１
人
当
た
り
給
付
費
」
を
４
％
増
と
し
て

70
・
０
億
円
を
確
保
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
各
健

保
組
合
の
独
自
給
付
に
当
た
る
付
加
給
付
費
に
つ

い
て
は
、「
被
保
険
者
１
人
当
た
り
給
付
費
」
を

法
定
給
付
費
と
同
様
に
４
％
増
と
し
て
１
・
９
億

円
を
予
算
化
し
ま
し
た
。

　

納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）
は
、
前
期
高

齢
者
納
付
金
と
後
期
高
齢
者
支
援
金
が
増
加
す
る

こ
と
に
よ
り
、
令
和
４
年
度
の
着
地
見
込
み
に
比

べ
て
３
・
３
億
円
増
加
の
63
・
２
億
円
と
な
る
見

込
み
で
す
。

　

保
健
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
当
健
保
組
合
の
重

点
施
策
で
あ
る
「
社
員
」
と
「
配
偶
者
」
に
対
す

る
健
康
診
断
・
健
康
指
導
に
引
き
続
き
資
源
を
投

入
す
る
と
と
も
に
、
平
成
30
年
度
か
ら
取
り
組
ん

で
い
る
第
２
期
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
を
着
実
に
実

施
す
る
た
め
、
令
和
４
年
度
の
着
地
見
込
み
に
比

べ
て
０
・
２
億
円
増
加
の
９
・
９
億
円
を
確
保
し
て

い
ま
す
。

収 

入
支
出

14,382百万円
保険料86.5

%

7,191百万円
保険給付費43.3

%

96百万円
事務費0.6

%

55百万円
その他の経常外収入0.3

%

140百万円
財政調整事業交付金0.8

%

3百万円
その他の経常外支出0.0

%

1,791百万円
予備費10.8

%

25百万円
その他の経常収入 0.1

%

6,321百万円
納付金 38.0

%

991百万円
保健事業費 6.0

%

9百万円
その他の経常支出 0.1

%

1,800百万円
別途積立金繰入 10.8

%

222百万円
調整保険料収入 1.3

%

222百万円
財政調整事業拠出金 1.3

%

基本的には毎期経常
的、反復的に発生す
る収入支出。ただし、
再保険の回収にあた
る財政調整事業交付
金は経常収支から除
かれております。

臨時的に発生する収
入支出。

経常外収支

経 常 収 支

用語をチェック！

経常収入・経常支出青字の項目

経常外収入・経常外支出黒字の項目
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２
月
の
組
合
会
で
確
認
さ
れ
た
今
後
の
健

康
保
険
料
率
の
推
移
予
測
は
下
表
の
と
お
り

で
す
。
内
部
留
保
に
つ
い
て
は
適
正
な
水
準

の
残
高
を
確
保
し
つ
つ
、
料
率
引
き
上
げ
の

抑
制
に
活
用
し
て
い
き
ま
す
。

　

健
康
保
険
組
合
の
財
政
を
取
り
巻
く
環
境

は
、
保
険
給
付
費
に
つ
い
て
は
、
高
額
な
先

端
医
療
の
進
展
な
ど
に
よ
り
増
加
傾
向
は
避

け
ら
れ
ず
、
納
付
金
（
高
齢
者
医
療
負
担
金
）

に
つ
い
て
も
、
高
齢
者
の
増
加
に
伴
っ
て
負

担
は
増
加
し
て
い
く
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

収
支
の
均
衡
を
図
る
と
と
も
に
一
定
水
準

の
内
部
留
保
を
確
保
す
る
た
め
、
今
後
も
保

険
給
付
費
と
納
付
金
の
状
況
分
析
と
情
報
収

集
を
行
い
、
適
正
な
健
康
保
険
料
率
と
な
る

よ
う
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

健康保険の経常収支と内部留保残高の推移

－

＜92.9‰＞

＜77.9‰＞ ＜83.6‰＞

収入 支出

保険料収入
157.4

保険給付費
76.3

保健事業費
10.1

納付金
高齢者医療

負担金
68.6

+8.0‰
+4.0 ‰
+4.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

37.0‰
57.0‰

94.0‰

令和７年度
予　　測

対令和 6
増減

収入 支出

保険料収入
136.3

保険給付費
60.3

保健事業費
9.1

納付金
高齢者医療

負担金
66.8

+0.0‰
+0.0 ‰
+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

令和２年度
実　　績

対令和元
増減

収入 支出

収支赤字
▲10.1

保険料収入
134.3

保険給付費
66.4

保健事業費
9.3

納付金
高齢者医療

負担金
68.0

+0.0‰
+0.0 ‰
+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

令和３年度
実　　績

対令和 2
増減

＜83.0‰＞

収入 支出

収支赤字
▲8.8

保険料収入
131.2

保険給付費
69.7

保健事業費
9.7

納付金
高齢者医療

負担金
59.9

+0.0‰
+0.0 ‰
+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

29.0‰
49.0‰

78.0‰

令和４年度
着地見込

対令和 3
増減

令和６年度、７年度　予測

経
常
収
支

内
部
留
保

27.8 27.8

（億円）

（億円）

（億円）

別途積立金残高

法定準備金残高

積立率
－ － －27.8 27.8

（174%） （176%） （183%） （186%） （181%）

+3.4+2.7 23.240.5 ▲7.0 ▲6.833.5 26.6

－27.8

▲0.126.5

（注）＜　＞内は収支均衡料率（支出を賄うのに必要な料率）

収支赤字
▲0.3

＜87.0‰＞

収入 支出

収支赤字
▲2.0

保険料収入
143.8

保険給付費
71.9

保健事業費
9.9

納付金
高齢者医療

負担金
63.2

+8.0‰
+4.0 ‰
+4.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

33.0‰
53.0‰

86.0‰

令和５年度
予　　算

対令和 4
増減

＜91.0‰＞

収入 支出

保険料収入
143.8

保険給付費
74.1

保健事業費
10.0

納付金
高齢者医療

負担金
67.7

+0.0‰
+0.0 ‰
+0.0 ‰

保険料率

被保険者
事業主

33.0‰
53.0‰

86.0‰

令和６年度
予　　測

対令和 5
増減

（175%）
－27.8

▲6.819.7

収支黒字
1.5

収支赤字
▲8.7

介護保険料率について 令和５年度の介護保険料率は、
18.4‰で据え置きとします。

　介護保険料（40歳～ 64歳が対象）は健康保険料とは別勘定で管理しており、健保組合が
国に代わって保険料を徴収し、介護納付金として国に納付しています。
　健保組合が納付すべき介護納付金は国から算出方法が示され、健保組合ではその金額に基
づいて介護保険料率を決めています。

　令和５年度は保険料が介護納付金を上回る見込みのため、現行料率の18.4‰のまま据え置きとします。

今
後
の

健
康
保
険
料
率
の
予
測

令和６年度以降の予測
　現状の保険給付費と納付金（高齢者医療負担金）
から一定の増加を織り込むと、令和６年度の支出
を賄うために必要な収支均衡料率は91.0‰まで
上昇すると予測していますが、料率は据え置いて、
内部留保である別途積立金を取り崩して対応する
見込みとしています。
　令和７年度以降、収支がさらに悪化していく場
合には料率引き上げが必要な見通しのため、令和
７年度に健康保険料率を8‰程度引き上げる必要
があると見込んでいます。
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